
日本福祉大学・国際福祉開発学部・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３３９１８

基盤研究(C)（一般）

2017～2015

インフォーマルな学習環境における学生の多様性に配慮した協働作業の実践と評価

Practice and Assessment of Collaborative Work in Informal Learning Environment 
Considering Students' Diversity

１０４１０７６３研究者番号：

佐藤　慎一（SATO, Shinichi）

研究期間：

１５Ｋ０１０９７

平成 年 月 日現在３０   ６ ２３

円     2,800,000

研究成果の概要（和文）：本研究は、多様な学生の特性をいかした協働活動の実践を目指して取り組んだもので
ある。プロジェクト型学修で協働作業する際にソーシャルメディア上で行われる学生間のコミュニケーションの
実態を把握するとともに、プロジェクトの遂行や学修の質向上につなげていくために必要な教員による支援・介
入方法を明らかにした。特に、昨今注目されている協働型問題解決能力の育成につながる実効的な協働作業の実
現に寄与するため、学生・教員双方で共有・確認すべきルーブリック、また、状況に応じた教員による適切に介
入・支援のためのガイドラインを含む、協働作業のデザイン手法を提案し、実践例を示した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research was obtaining knowledge to practice 
collaborative activities by making full use of students' diverse individuality. We surveyed how 
students communicate on social media during their collaborative activities in a project based 
learning, and clarified necessary supports and interventions from teachers to improve both the 
project and the learning. Especially, we focused on collaborative problem solving skills, which has 
attracted attention in recent years. To foster such skills, we proposed the rubric which should be 
shared and used by both teachers and students. We also proposed a design method including a 
guideline of teachers' appropriate interventions and supports, and showed the practices conducted by
 the proposed method.

研究分野： 教育工学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
グローバル化した社会で必要とされる力

として 21 世紀スキル（Griffin et al., 2012）
が注目され、各国の政府が着目する OECD に
よる生徒の学習到達度の国際的な調査
（PISA）においてもこうしたスキルの測定が
行われている。従来からのスキルに加え、新
たに「協働型問題解決能力」の測定も試行さ
れるなど、複数人での協力・協働することが
スキルと捉えられ、その修得が求められてい
る。一方、学修を支える情報システム・環境
もグローバル化し、高等教育においても、学
内システムだけではなく、外部のソーシャル
メディアを活用することの重要性が指摘さ
れている（Bowen, 2012 など）。 
こうした状況を踏まえ、本研究では、主に

非公式なオンライン学修環境で、学生の個性
にも着目し、プロジェクト型学修（PBL）に
おける協働作業のデザイン原理を追求する
こととした。ここで、非公式なオンライン学
修環境とは、PBL において実質的に活用され
てはいるが、大学から提供されているわけで
はない一般の各種サービス、具体的には、
Facebook、LINE などの各種ソーシャルメディ
アを表すものとする。情報通信技術（ICT）
を活用した協調学習に関する研究は各種行
われているが、多くは教室内で専用システム
を活用した取り組みである。教育機関として
ソーシャルメディアを学修・協働作業を支え
るシステムの一部として活用していくこと
は重要とされながらも、そのための知見は積
み重ねられていない。 
こうした状況を踏まえ、筆者らは、ICT・

メディアを、実体験を充実させるための手段
と捉え、これまで、PBL における活用方法の
研究に取り組んできた。活動の記録と共有を
行う場として学内ソーシャル・ネットワーキ
ング・サイト（SNS）を立ち上げて学修記録
の蓄積・共有し、有効活用のための実践・研
究を行っている。さらに、Facebook、Twitter
などのソーシャルメディアの学生への普及
に着目し、活用実態について調査するととも
に、非公式な学修環境としての可能性を追求
してきた。これら過年度研究における実践・
研究の成果として、体験からより多くを学び
とるために必要とされる「ふり返り」へのソ
ーシャルメディアの活用可能性を示し、また、
非公式な学修環境で行われているコミュニ
ケーションの実態について明らかにしてき
た。これら取り組みの結果として、PBL にお
ける学内外の SNS・ソーシャルメディア活用
の有効性を確認する一方、学生が主体的に多
くの時間を割いて取り組むオンラインでの
非公式な協働作業に関する次のような課題
が見出された。 
 

・ やり取りの頻度とスピードが加速する
中で、深い考察が失われがちである。 

・ 積極的な学生が主導権を握り、内向的で
熟考する学生が取り残され、多様性がい

かされない画一的な協働作業となりが
ちであり、十分な学修成果が上がらない
ことも多い。 

・ 非公式な環境により学修外のことを含
む積極的な対話が行われ、学修効果への
つながりが期待されるが、教員はこれら
の状況を十分に把握できず、適切な支
援・統制を行えていない。 

 
これら課題への取り組みを含め、PBL の学

修プロセス、特に、オンラインでの協働作業
自体の質向上に向けた知見を得ることが重
要であると考えた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、筆者ら自らが国際的な協働作業

を伴う学修活動をデザイン・実践するととも
に、先行研究による理論的な枠組みにより評
価・分析することで、今日的な研究課題を遂
行していくものである。 
外部ソーシャルメディアの活用を前提と

し、PBL における効果的なオンライン協働作
業の実現に向けた基礎データとするため、
「対象とするPBLの協働作業時に行われてい
るソーシャルメディアの各種ツールで行わ
れている公式・非公式なコミュニケーション
と教員による支援・介入」および「オンライ
ン協働作業時に行われるコミュニケーショ
ンに対する各学生の意識（心的な障壁、自己
肯定感、協働作業に対する現実感の状況な
ど）」についての実態を明らかにすることを
目指す。 
その上で、オンライン協働作業のためのソ

ーシャルメディアを用いた公式・非公式な学
修環境のデザイン手法、多様な学生の特性を
いかした協働作業を実現するためのルーブ
リックとその活用手法、および、教員による
支援・介入のあり方を提案する。ルーブリッ
クは、学生・教員が共有する協働作業の評価
規準となるものである。外向的で協働作業を
先導するタイプの学生だけでなく、内向的で
熟慮するタイプなど、多様な学生の特性を踏
まえたルーブリックとし、教員による評価の
ためだけでなく、活動時の学生の内省を促進
させることを狙いとし、活用手法とともに提
案する。 
 
３．研究の方法 
実践は、協働作業を支える学習理論や筆者

らの従来の取り組みを踏まえて行う。研究期
間を通じて、実践と分析・評価を繰り返し、
以下の流れで進めることとした。 
 
・ PBL（過去と当該年度の実践）を分析し、

協働作業の実態を把握する。 
・ 新たな国際協働 PBL をデザインし、活

動時に利用するツール（ルーブリック
など）を整備する。 

・ デザインに沿った国際協働 PBL を実践
し、評価・分析を行う。 



・ 実践、評価・分析結果（実践教員との
協議、学生インタビューを含む）を踏
まえ、PBL デザインを改定する。 

・ 改訂デザインに沿った実践を遂行し、
評価・分析を行う。 

・ 大学の正課で取り組む大規模 PBL へ、
研究成果の適用を試み、授業デザイン
手法の汎用化に向けて取り組む。 

 
 学生のオンライン協働作業は、一部、過年
度研究の最終段階で実施したものである。本
研究は、過年度研究の成果を基礎として実施
するものであるため、実践の結果を引き継ぎ、
分析を深めることとした。 
ルーブリックの作成は、次の手順で行う。 

 
・ 文献などから協働活動の評価に活用で

きそうなルーブリックを調査する。 
・ 見出されたルーブリック（ver.1）を用

いて、自分自身が大学時代に参加した
主なグループ活動を自己評価する。 

・ 自分自身の自己評価からみえたルーブ
リックの改善点や追加したい項目など
を考え、ルーブリックをカスタマイズ
する（ver.2）。 

 
ルーブリック ver.1 は、過去に筆者らが実

践した協働活動に参加した学生を対象に、活
動を自己評価させ、ルーブリックに表記され
ている文書の可読性、迷うことなく評価する
ことができるかなどを確認することとした。
また、ルーブリックは学生と事前に合意を得
ておくべきものという知見に従い、評価項目
の過不足、適切さについてもインタビューに
より確認することとした。 
ルーブリック活用の目的には、進行中の活

動自体の質の向上を図るということもあり、
事後評価だけでなく活動中から適宜活用し
ていくことが大切であるとされる。したがっ
て、上記プロセスを踏まえて改定したルーブ
リック ver.2 は、事後評価だけでなく、活動
の進行中からのルーブリックを活用してい
くこととした。これら評価に際しては、自己
評価と他者評価の双方を行う。評価内容（点
数）としたことへの理由も合わせて記述して
もらい、結果についての考察を行う。 
 
４．研究成果 
(1)学生のオンライン協働作業の分析 
実践の中で得られた各種のデータは、過年

度 研 究 と 同 様 に 探 求 の 共 同 体 （ CoI: 
Community of Inquiry）のフレームワーク
（Garrison, 2011）で分析し、協働作業に関
しての知見を深めた。CoI では、有意義な学
習体験のためには 3 つの存在感、すなわち、
社会的存在感（Social Presence）、認知的存
在感（Cognitive Presence）、教授的存在感
（Teaching Presence）を高めることが重要
であるとされている。簡潔に記すと、社会的
存在感はグループメンバー間の関係性、認知

的存在感はグループの活動目的、教授的存在
感は教員によるこれら活動のデザインや適
切な指導・支援の程度と言うことができる。
以下、協働作業時に観察された各存在感別の
状況を示す。 
 

＜社会的存在感＞ 
学生が日常的に活用するSNSを用いて自主

的にコミュニケーションが行われている現
在では、日常を共有したり雑談したり、活発
に交流している場面も見られる。教員の管理
下で定型的なやり取りに終始しがちであっ
た以前と比べて、社会的存在感の程度は高く
なっていることが多いように思われた。 
しかし、詳細に分析を進めた結果、対面で

の交流活動の事後には、Facebook での交流が
行われているものの、事前段階では、プレゼ
ンテーション作成に向けた実務的なやり取
りが行われるのみであり、相互理解を深める
ようなやり取りはあまり行われていないこ
とが分かった。学生の個性（内向性・外向性
など）や考え方による差異も見られたが、特
に、はじめてこうした活動に参加する学生の
場合、ほとんどがこうしたやり取りを行って
おらず、結果として、社会的存在感が低い状
態であるように推察された。相互理解を深め
ている数少ない新規参加学生の場合、偶然に
依存するところも多く、何らかの対応の必要
性が示唆された。 
＜認知的存在感＞ 
協働活動は継続的に実践されているため、

グループの活動目的も明確なものであり、認
知的存在感は概ね高いと思われた。しかしそ
の一方で、オンライン協働作業時には議論や
内容があまり深まらない様子も伺えた。これ
らは、作業プロセスの中間成果物が適切に共
有されない等、作業の進め方が課題の 1つで
あると思われた。 
＜教授的存在感＞ 
プロジェクト全体の立案、デザイン、コー

ディネートが教員の大きな役割である。学生
は、こうしたデザインされた場を意識して、
意欲的に取り組んでいる様子であった。しか
し、学生の ICT を活用した協働作業の状況、
進捗に応じて適切な支援に関しては、課題が
残された。教員の監督下のシステムではなく、
一般の SNS 等、学生が独自のツールにより取
り組む中、議論した内容の記録と共有、作業
過程で生成される中間成果物の取り扱い等、
事前の指導は行ったものの、十分に実践され
るまでには至らない事例も多く見られた。 
教員による介入が過度になると学生の自

主的な取り組み・コミュニケーションを阻害
し、協働学修を行う学生間での社会的存在感
を低めてしまうことにもなり兼ねず、学生と
のオンラインにおける関係性の構築なども
含めて、慎重な対応を要すると思われる。 
 

(2)ルーブリックの作成・評価・改定 
学生のオンライン協働作業の分析結果に



より示唆された課題の解決にもつながるこ
とを目指し、ルーブリックを作成することと
した。ルーブリックとしては、活動全体に活
用できるものを策定し、その活用を通してオ
ンライン協働作業についての質向上も図る
こととした。 
既存ルーブリックの調査結果を踏まえ、筆

者らの取り組みに近く、広く普及しているも
のとして、VALUE ルーブリックをベースとし
て作成することとした。VALUE ルーブリック
は、AAC&U（アメリカ大学協会）により提供
されるルーブリックであり、大学学部教育の
適正な評価のために活用されることを意図
したものである。3 つのカテゴリーに分けら
れた合計 15 個のルーブリックが提供されて
いる。 
VALUE ルーブリックを綿密に検討していっ

た結果、協働作業を評価するにあたり、
Teamwork を評価するためのルーブリックを、
筆者らの取り組む協働活動の評価のベース
に用いることが有効であると考えた。これに、
体 験 型の学 修 では重 要 な要素 で あ る
Reflection を加えた。さらに、オンライン協
働作業の分析により抽出された課題への対
応は次に述べるように考えた。 
社会的存在感が低いチームが見られたこ

とに関しては、「活動外での雰囲気作り」と
いう項目設けた。成果物の共有など、作業プ
ロセスが未成熟であることに起因すると思
われる認知的存在感の低さに関しては、
Teamwork の既存項目「作業の推進」の評価規
準をカスタマイズして対応した。こうしたル
ーブリックを適切なタイミングで学生に提
示し、学生自身に運用させるようにデザイン
することを教授的存在感の課題への対応と
した。 

以上を踏まえ、ルーブリックの ver.1 を作
成し、過去に協働活動を実施した学生に、そ
の活動をふり返った自己評価をしてもらっ
た。自己評価後にインタビュー調査を行い、
ルーブリックの妥当性について考察した。学
生からのフィードバックとして、大きな問題
は述べられなかったが、課題としては、評価
規準のレベル差の判別がしにくい部分がい
くつか見られたこと、評価規準の最低レベル
がVALUEのものでは厳し過ぎると感じられた
ということがあった。こうした結果を踏まえ、
表現上の見直しを行い、さらに、評価規準の
最低レベルをより低水準なものとすること
と合わせ、レベルの差がわかりやすくなるよ
うに表現上の改定を行った。ルーブリックの
項目は、①チームへの貢献、②貢献の促進、
③作業の推進、④環境の醸成、⑤衝突への対
応、⑥雰囲気作り、⑦ふり返り、となった。 
 
(3)協働作業のデザインと実践・評価 
国際協働でのプロジェクト型学修を継続

的に実践した。従来に引き続き、海外学生が
少数、日本側が多人数（100 名程度）という
パターンでの正課授業の中での実践、および、

日本学生と海外学生各 2-3 名程度、計 4-6 名
程度のグループによる協働調査・研究活動を
実践した。実践のスケジュールの関係で、活
動当初からのルーブリック（Ver.2）活用は、
小規模の協働調査・研究活動でのみ行われた。 
 実践の際には、グループによる活動記録
（グループとしての eポートフォリオ）も前
年度同様に進め、さらに本年度は、活動から
得られる知識・スキル面に着目したふり返り
テストにも取り組んだ。これらはどちらも、
認知的存在感の向上を目指したものである。 
前者に関しては、個人の eポートフォリオ

として蓄積・活用していくことが現実的に困
難であり、結果として、活動プロセスの記録
があまり行われるに認知的存在感が低下し
ていたと思われた点に対応するための（ルー
ブリック活用に加えての）授業デザイン上の
対応である。蓄積されたデータの一例を図 1
に示す。Google+のコミュニティを活用する
ことで、活動中に利用したアンケートや、記
録としての写真、さらに、画面上には表示さ
れていないが、各種の文書・プレゼンテーシ
ョンファイル、実施されたふり返りテストな
ども、このコミュニティからすべてアクセス
可能となっている。グループでの記録として
いるため、活動全体を網羅するデータが集ま
っていると同時に、フィルタにより、必要な
情報に絞った表示も行いやすくなっており、
成果を着実に積み重ねながら取り組み、認知
的存在感の向上に寄与しているようにうか
がえた。なお、ふり返りテストは、協働活動
を観察・支援している教員が、効果的に進め
るための理論や、協議内容に関する前提知識
等、タイムリーなものを取り上げ、学生自身
の活動を客観的に見るための視点の提供を
意図したものである。 

図 1 グループによる活動記録例 



ルーブリックの活用では、グループ内で自
己評価に加え、他者 1人以上からの評価をさ
せるようにした。自己評価と他者評価は、自
己評価の方がやや厳しくなる傾向がみられ
たものの、大きく異なることはあまりなかっ
た。これは、事前に文言の誤解などがうまれ
ないように、学生への事前調査を踏まえて表
現を改定していたことの効果が現れている
と思われる。活動中に 1度、活動終了後にも
う 1度、ルーブリック評価を行った。 
 これら実践時の学生の行動の観察、また、
学生へのアンケート、インタビュー調査によ
り、本取り組みに関する評価を行った。グル
ープ活動に積極的な傾向にある学生は、ルー
ブリックにより、自身の活動のみならず、他
者とともに行動することへの意識が高まる
ことが示唆された。活動中のルーブリック評
価では、主に、自身の活動の改善に関するコ
メントが多かったため、活動的に厳しい際に
は、自己評価のみでもよいとも思われた。た
だし、事後のルーブリック評価では、自己評
価と他者評価の差異について議論する中で、
単に自己評価が厳しくなりがちであったと
いうことを超え、他者から指摘されてはじめ
て自分ができていたことに目を向けるとい
う様子もみられたことから、事後の相互評価
は組み込むべきであると考えられた。 
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